
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　原判決を破棄する。

　　　　　被上告人の控訴を棄却する。

　　　　　控訴費用及び上告費用は被上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人松本光寿の上告理由について

　一　本件は、交通事故の被害者である上告人が被上告人に対して自動車損害賠償

保障法（以下「自賠法」という。）七二条一項前段の規定（以下「本件規定」とい

う。）に基づき後遺障害による損害のてん補を請求するものである。被上告人は、

上告人が本件規定による請求権を有していたこと及び上告人に少なくとも自動車損

害賠償保障法施行令（以下「施行令」という。）別表の第一二級一四号に該当する

後遺障害が存することを認めた上で、右請求権の時効による消滅を主張している。

　二　原審の適法に確定した事実関係の概要は、次のとおりである。

　１　上告人は、昭和五九年三月二四日午後六時五五分ころ、鳥取県岩美郡ａ町大

字ｂｃ番地先路上を歩行中に自動車に衝突された。右自動車は、そのまま走り去り

行方不明となった。上告人は、本件交通事故により入院治療二四〇日、通院治療三

箇月を要する左脛骨膝関節内骨折、顔面挫創等の傷害を受け、昭和六〇年二月二日

に症状固定し、左膝の関節や外貌などに後遺障害が残った。

　２　Ｄは、本件交通事故直後の午後七時前ころ、相当程度酒に酔った状態で自動

車を運転して本件交通事故現場付近に所在する自宅に帰り、そのまま寝入った。Ｄ

の妻は、Ｄが飲酒運転をしてきたこと、Ｄの自動車を見分したところ軽度の損傷が

みられたこと、救急車のサイレンを聞いたことから、Ｄが交通事故を起こしたので

はないかと心配して現場付近を捜査中の警察官に届け出た。警察は、Ｄを業務上過

失傷害事件等の被疑者として捜査を開始した。Ｄは、本件交通事故当日以来一貫し
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て司法警察員及び検察官に対して本件事故当時の記憶がないと供述したが、昭和五

九年四月二三日付け司法警察員に対する供述調書及び同六〇年二月四日付け検察官

に対する供述調書においては罪を認める旨の供述をし、その間二度にわたり上告人

を見舞って謝罪し、見舞金を送った。しかし、Ｄは、昭和六一年二月二七日、業務

上過失傷害事件については嫌疑不十分のため不起訴処分となった。

　３　上告人は、Ｄの締結した自動車損害賠償責任共済契約に基づき農業協同組合

から治療費相当額の給付を受けていたが、昭和六一年二月二七日にＤについて不起

訴処分がされたことにより右治療費の給付を打ち切られ、その後農業協同組合に対

して右責任共済契約に基づき後遺障害による損害賠償額の支払も請求したが、同年

五月八日に支払を拒絶された。上告人は、Ｄが本件交通事故の加害車両の保有者で

あると考えていたため、昭和六二年一月二〇日にＤを被告として本件交通事故によ

る後遺障害に係る損害賠償として五二二万円の支払を求める訴えを鳥取地方裁判所

に提起した。同裁判所は、同六三年一二月二三日、Ｄが本件交通事故の加害車両の

保有者であるとは認め難いとの理由で上告人の請求を棄却する旨の判決を言い渡し、

右判決は昭和六四年一月六日の経過により確定した。

　４　上告人は、平成元年二月六日に政府に対して本件規定に基づき後遺障害によ

る損害のてん補の請求をしたが、同二年二月六日に消滅時効の完成を理由に右請求

を却下する旨の通知（同年一月二四日付け）を受けたので、同年二月一三日に本件

訴訟を提起した。

　５　自動車安全運転センターが上告人の症状固定後に上告人に対して交付した本

件交通事故についての交通事故証明書には、Ｄが事故当事者として記載されていた。

本件交通事故の加害車両の保有者は、現在のところ明らかでない。

　三　原審は、右事実関係の下において、次のとおり上告人の本件請求権は自賠法

七五条の定める二年の時効期間の経過により消滅したと判断して、上告人の請求を
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棄却すべきものとした。

　１　本件規定による請求権は、不法行為による損害賠償請求権とは異なり、その

消滅時効は民法一六六条一項の規定により権利を行使することを得る時から進行す

る。

　２　自動車損害賠償保障法施行規則二七条二項二号は、本件規定に基づき政府に

対して損害のてん補の請求をするには本件規定により政府に対し損害のてん補を請

求することができる理由を証するに足りる書面を添付しなければならないと定めて

いるが、右の書面は自動車安全運転センターの交付する交通事故証明書などの公的

文書に限られるものではないし、そもそも政府に対する右請求手続を経ずに本件規

定に基づく損害のてん補を求めて訴えを提起することも可能であるから、自動車安

全運転センターの交通事故証明書にＤが事故当事者として記載されていたことが本

件規定による請求権の行使についての法律上の障害に当たるということはできない。

　３　上告人には本件交通事故の加害者が自白をしたＤであると考えたことについ

て無理からぬ事情があったから時効は進行しない旨の上告人の主張は、本件の事実

関係や時効制度の趣旨に照らして採用することができない。

　４　以上によれば、上告人の本件請求権は、症状固定の翌日である昭和六〇年二

月三日に権利の行使が可能となったもので、同日から時効が進行し、昭和六二年二

月二日の経過により消滅した。

　四　しかしながら、原審の右三の３及び４の判断は是認することができない。そ

の理由は、次のとおりである。

　１　まず、上告人の本件請求権が症状固定の翌日である昭和六〇年二月三日に権

利の行使が可能となった旨の原審の判断は是認することができない。

　　けだし、(一)　上告人は、少なくとも昭和六一年二月二七日までの間にはＤの

締結した自動車損害賠償責任共済契約に基づいて治療費相当額の給付を受けていた

- 3 -



ものであり、右の責任共済契約に基づく治療費相当額の給付は、実質的には、Ｄに

よる上告人への治療費相当額の賠償金の支払と評価することができる、(二)　そう

すると、他に特段の事情の認められない本件においては、Ｄは、右(一)の期間中に

は上告人に対する自賠法三条の責任を自認していたものと解される、(三)　したが

って、昭和六〇年二月三日の時点においては、上告人の本件請求権は、本件規定の

定める要件を欠くため、その行使が不可能であったといえるからである。

　２　そもそも、ある者が交通事故の加害自動車の保有者であるか否かをめぐって、

右の者と当該交通事故の被害者との間で自賠法三条による損害賠償請求権の存否が

争われている場合においては、自賠法三条による損害賠償請求権が存在しないこと

が確定した時から被害者の有する本件規定による請求権の消滅時効が進行するとい

うべきである。�

　　けだし、(一)　民法一六六条一項にいう「権利ヲ行使スルコトヲ得ル時」とは、

単にその権利の行使につき法律上の障害がないというだけではなく、さらに権利の

性質上、その権利行使が現実に期待のできるものであることをも必要と解するのが

相当である（最高裁昭和四〇年（行ツ）第一〇〇号同四五年七月一五日大法廷判決・

民集二四巻七号七七一頁参照）、(二)　交通事故の被害者に対して損害賠償責任を

負うのは本来は加害者であって、本件規定は、自動車損害賠償責任保険等による救

済を受けることができない被害者に最終的に最小限度の救済を与える趣旨のもので

あり、本件規定による請求権は、自賠法三条による請求権の補充的な権利という性

質を有する、(三)　交通事故の被害者に対して損害額の全部の賠償義務を負うのも

加害者であって、本件規定による請求権は、請求可能な金額に上限があり、損害額

の全部をてん補するものではない、(四)　そうすると、交通事故の加害者ではない

かとみられる者が存在する場合には、被害者がまず右の者に対して自賠法三条によ

り損害賠償の支払を求めて訴えを提起するなどの権利の行使をすることは当然のこ
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とであるというべきであり、また、右の者に対する自賠法三条による請求権と本件

規定による請求権は両立しないものであるし、訴えの主観的予備的併合も不適法で

あって許されないと解されるから、被害者に対して右の二つの請求権を同時に行使

することを要求することには無理がある、(五)　したがって、交通事故の加害者で

はないかとみられる者との間で自賠法三条による請求権の存否についての紛争があ

る場合には、右の者に対する自賠法三条による請求権の不存在が確定するまでは、

本件規定による請求権の性質からみて、その権利行使を期待することは、被害者に

難きを強いるものであるからである。

　　本件においては、上告人とＤとの間で本件交通事故の加害車両の保有者がＤで

あるか否かをめぐつて自賠法三条による請求権の存否についての紛争があったとこ

ろ、上告人のＤに対する敗訴判決が昭和六四年一月六日に確定したので、上告人の

本件請求権の消滅時効は、その翌日である同月七日から進行し、本件訴訟が提起さ

れた平成二年二月一三日に中断されたことになるから、上告人の本件請求権が時効

により消滅したということはできない。

　五　以上によれば、原判決には法令の解釈適用を誤った違法があり、右違法が判

決の結論に影響を及ぼすことは明らかである。論旨はこの趣旨をいうものとして理

由があり、原判決は破棄を免れない。そして、前記事実関係の下においては、上告

人の本件請求を施行令別表の第一二級に相当する二〇九万円の限度で認容した第一

審判決の結論は正当であるから、被上告人の控訴を棄却すべきである。

　よって、民訴法四〇八条、三九六条、三八四条、九六条、八九条に従い、裁判官

全員一致の意見で、主文のとおり判決する。

　　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　大　　　野　　　正　　　男

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　園　　　部　　　逸　　　夫
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　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　可　　　部　　　恒　　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　千　　　種　　　秀　　　夫

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　尾　　　崎　　　行　　　信
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